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平成２１年３月期 中間決算短信(連結)    

会 社 名        三 国 商 事 株 式 会 社                              平成２０年１１月２１日 
コード番号   ８０６２                    本社所在都道府県 
（URL http://www.mikunishoji.co.jp/）                 東京都 
本社所在地        東京都港区浜松町一丁目１０番７号              
代 表 者  取締役社長  井上 純吉 
問合せ先責任者 理事総務部長 伊藤 寿一             TEL （03）3438－1021 
決算取締役会開催日  平成２０年１１ 月２１日    
米国会計基準採用の有無  無 

１．２０年９月中間期の連結業績（平成２０年４月１日～平成２０年９月３０日） 

（１）連結経営成績                    記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 

 売 上 高        営 業 利 益        経 常 利 益        

 

２０年９月中間期 

１９年９月中間期 

   百万円     ％ 

１６,７２４   （ △１.５）

１６,９７６   （ ２７.０）

   百万円     ％ 

   ２１６（ △３６.１） 

    ３３８（ １７７.２） 

   百万円     ％ 

   ２０８（ △３７.７）

      ３３４（ １８４.１）

２０年３月期 ３３,８６８    ４２９    ３４１ 

 

 
中間（当期）純利益            

１株当たり中間    
（当期） 純利益 

潜在株式調整後１株当た 
り中間（当期） 純利益 

 

２０年９月中間期 

１９年９月中間期 

   百万円     ％ 

  １０５  （ △４４.６）

  １９０ （ ２０４.０）

       円  銭 

１７  ６５ 

３１  ８６ 

       円  銭 
      ―   ― 
      ―   ― 

２０年３月期 １６１     ２６   ９１       ―   ― 

（注）  1．持分法投資損益 ２０年９月中間期  ― 百万円 １９年９月中間期  ― 百万円 ２０年３月期  ― 百万円 

2．期中平均株式数（連結）２０年９月中間期 ５,９８２,９４８株 １９年９月中間期 ５,９８５,７１３株 ２０年３月期 ５,９８４,８１６株 

3．会計処理の方法の変更  有 

4．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（２）連結財政状態 

 総 資 産       純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 

２０年９月中間期 

１９年９月中間期 

      百万円

１２,１２０ 

１１,６６８ 

      百万円

 ２,１２１ 

  ２,１３９ 

        % 

   １７．１ 

   １７．９ 

     円  銭 

  ３４６ ７０ 

  ３４９ ６９ 

２０年３月期 １２,２６８   ２,０７０    １６．４   ３３５ ７４ 

（注）期末発行済株式数（連結）２０年９月中間期 ５,９８２,７８１株 １９年９月中間期 ５,９８４,３８０株 ２０年３月期５,９８３,２８１株 

（３）連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る
キャッシュ･フロー 

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ･フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高          

 

２０年９月中間期 

１９年９月中間期 

           百万円

△   １９７ 

△ １,０８９ 

           百万円

△ ４９ 

  △  ６ 

           百万円 

  １２８ 

      ８７０ 

            百万円

   ８８３ 

    ７５６ 

２０年３月期 △ １,０４８   △ ３６ １,０５６    ９７６ 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数 ４ 社  持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結（新規） １ 社 （除外） ― 社  持分法（新規） ― 社 （除外） ― 社 

２．２１年３月期の連結業績予想（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日） 

 売 上 高          経 常 利 益          当 期 純 利 益          

 

通 期      

         百万円 

    ３０,２００ 

         百万円 

      ２３０ 

         百万円 

      １１０ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  １８ 円  ３９ 銭 

※上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した値ですので、実際の決算とは異なる可能性 

 があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の５ページを参照して下さい。 
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１．企業集団の状況 

 

 当社グループは、当社及び子会社６社で構成され、各種絶縁材料･電子部品･鉄鋼及び電線等の販売を 

主たる事業としております。 

 金属事業部 

  当部門においては、当社及び子会社が表面処理鋼板、薄板、電磁鋼板、ブリキ、ステンレス、 

磨帯鋼等を販売しております。 

 電線事業部 

  当部門においては、当社及び子会社が加工付電線、電子機器用電線、巻線、メッキ線、ゴム製品、 

絶縁線、裸線等を販売しております。 

 化成品事業部 

  当部門においては、当社及び子会社が銅張積層板、合成樹脂、絶縁材料、フィルム、半導体、 

電子部品等を販売しております。 

 

事業の系統図は、次のとおりであります。 
 

 
得        意        先 

 
 
 

 
非連結子会社 

 

  
連結子会社 

 

  
連結子会社

 

 
連結子会社 

 

  
主要株主 

 
主要株主

Mikuni Asia 
Pacific Pte.Ltd. 
 
MIKUNI SHOJI 
MALAYSIA 
SDN.BHD. 

 三 国 永 業
（天津）国

際貿易有限

公司 

Mikuni 
Europe 
s.r.o. 

三国（国際）有限公司

三国（上海）電器件 
有限公司 

日立電線

（株） 
日立化成

工業（株）

 
 
 

 
当   社 

 
 

金 属 事 業 部 
 
 

電 線 事 業 部 
 
 

化 成 品 事 業 部 
 

 
（注）１．        は商品販売の流れ、      は商品仕入の流れであります。 
   ２．Mikuni Asia Pacific Pte.Ltd.は、平成２０年７月に設立しました。 
   ３．MIKUNI SHOJI MALAYSIA SDN.BHD.は、平成２０年９月に設立しました。 
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経営方針及び経営成績 

１．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

    当社グループは、電機･電子機器関連材料を扱う商社として、“いつでもお役に立つ三国商事” 

   を合言葉に、「顧客第一主義」を基本方針として、①収集した情報の有効活用、②新商品の紹介 

   等提案型営業に徹すること、③流通や各種サービスの充実、④海外営業拠点の拡充等を通じて当 

   社業務の付加価値を高め、作り手側と使い手側双方から真に有効であると認められ信頼される商 

   社を目指して、業容の拡大、発展を図ることを目標としております。 

  

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

    当社は創業以来利益確保に努め、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして 

   認識しております。配当につきましては、各決算期の経営成績並びに今後の事業展開を考慮し、 

   安定した配当を維持・継続しつつ、株主の皆様に還元していくことを基本方針としております。 

    また、内部留保金につきましては、企業体質の強化及び事業拡大の原資として活用し、これが 

   ひいては将来、安定的配当に寄与していくものと考えております。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

    当社グループの主要取引先である電機･電子関連業界を中心に、生産拠点の海外移管が続き国内 

   生産能力の縮小や現地調達率の拡大等から、国内需要は引き続き低速し厳しい状況が続くものと思 

   われます。 

    このような状況下で当社グループは、海外営業拠点（香港･東莞･上海･天津・シンガポール・チェコ）

の拡充に一層注力して国内の空洞化に対処し、パソコンや携帯電話機等の情報通信分野向け材料の取扱 

を増加させることに重点的に取り組むと共に、既に取得いたしております「ＩＳО１４００１」によ 

る環境保全活動及び環境負荷の少ない製品等の仕入･販売の推進及び商社の重要な財産の一つであり 

ます「人材の育成」をさらに徹底し、エレクトロニクス分野に強い専門商社を目指したいと考えて 

おります。 

 

（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

    当社はコーポレート・ガバナンスの重要性を十分認識し、経営の透明性や公正性の向上に努めるとと

もに、迅速かつ効率的な意思決定を行うことができる経営管理体制を構築すべく取り組んでおります。 

    取締役会は月１回以上開催し、経営に関する方針・計画及び業務執行に関する重要事項を決定すると

ともに、毎月の業績状況等についても執行管理を行っております。 

    監査役につきましては、監査役２名を社外から迎えており、監査役の経営監督機能の充実に努めてお

ります。監査役は、取締役会等重要な会議に出席し、取締役の職務執行を十分監査できる体制になって

おります。また、当社は、新日本有限責任監査法人と会計監査契約を締結して財務諸表の信頼性を確認

し、経営の透明性を確保しております。 
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２．経営成績 

（１） 当中間期の概況 

① 中間期の業績 

    当中間連結会計期間における我国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融不安の広

がりによる世界的な景気減速のため輸出が鈍化したほか、円高の影響による企業収益の悪化を背景に設

備投資が低迷しました。また景気の先行き不透明感が増加したため雇用情勢が悪化し個人消費も伸び悩

むなど景気の動向は減速基調で推移いたしました。 

    このような経済環境下にありまして、当社グループは、利益ある持続的成長を目指し、新規取引先の

開拓や海外子会社との連携による販売戦略の強化等、経営基盤強化のための諸施策を実行してまいりま

した。 

    その結果、当中間連結会計期間の売上高は、前年同期比１％減の１６７億２４百万円となりました。

損益面では、営業利益が前年同期比３６％減の２億１６百万円、経常利益が前年同期比３８％減の２億

８百万円、中間純利益も前年同期比４５％減の１億５百万円を計上するにとどまりました。 

 

    売上高を部門別にご報告いたしますと、まず金属部門におきましては、ブラウン管テレビ用シャドウ

マスク材が終息するとともに缶用ブリキ類も大幅な減少となりましたが、薄型テレビ化の波に乗り、液

晶パネルフレーム用表面処理鋼板が引き続き好調に推移いたしました結果、当部門の売上高は前年同期

比４％増の５８億４１百万円となりました。 

    電線部門は、遊技機関連向けの電線が伸び悩むとともに、電装品及び金型業界の需要の低迷やハーネ

ス等電線加工品の機種変更等により各品種にわたり売上が減少いたしました結果、当部門の売上高は前

年同期比２１％減の５２億６４百万円となりました。 

    化成品部門は、主力のプリント配線板用銅張積層板が、アミューズメント及び家電業界向けに好調に

推移したことに加え、配線板及び化合物半導体関連製品も大幅に伸長いたしました結果、当部門の売上

高は前年同期比１９％増の５６億１８百万円となりました。 

  

   ②キャッシュ･フローの状況 

    当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、８億８３百万円とな

り前連結会計年度末より９３百万円減少いたしました。 

    各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

 

  （営業活動によるキャッシュ･フロー） 

    当中間連結会計期間において営業活動の結果使用した資金は１億９７百万円となりました。主な増加

要因は、税金等調整前中間純利益であり、主な減少要因は、仕入債務の減少によるものであります。 

 

  （投資活動によるキャッシュ･フロー） 

    当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は４９百万円で、これは主に関係会社株式

の取得による支出によるものであります。 

 

  （財務活動によるキャッシュ･フロー） 

    当中間連結会計期間における財務活動の結果得られた資金は１億２８百万円で、これは主に銀行借入

金の増加によるものであります。 
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なお、当社グループのキャッシュ･フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 ９２期 ９２期 ９３期 ９３期 ９４期 

 平成１８年

９月期 

平成１９年 

３月期 

平成１９年

９月期 

平成２０年 

３月期 

平成２０年

９月期 

自己資本比率（％） １７.７ １７.９ １７.９ １６.４ １７.１

時価ベースの 

自己資本比率（％） 

 

１１.３

 

５.５

 

６.４

 

５.９ 

 

５.２

債務償還年数（年） ５.０ ４.１ ― ―   ―

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ（倍）

 

１１.９

 

１２.１

 

―

 

― 

 

 ―

（注） 

 １．自己資本比率:自己資本／総資産 

 ２．時価ベースの自己資本比率:株式時価総額／総資産 

 ３．債務償還年数:有利子負債／営業キャッシュ･フロー 

４．インタレスト・カバレッジ・レシオ: 営業キャッシュ･フロー／利払い 

（補足） 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

３．営業キャッシュ･フローは連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ･フロー計算書の利息の支払額を

使用しております。 

４．債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍にしております。 

 

（２） 通期の見通し 

    今後の我国経済は、海外経済減速による輸出の鈍化に加え、円高の影響による企業収益の悪化を背景

とした設備投資の低迷等、さらに厳しい経営環境が続くものと予想されます。 

    このような経済環境下にありまして、当社グループは、収益性の改善・強化に加え、経営基盤強化の

ための諸施策に継続的に取り組み、業績の確保と財務体質の改善を図るとともに、中国を始めとしたア

ジアやヨーロッパにおける販売体制を海外子会社と連携して構築し、成長戦略の着実な実行に努めてま

いる所存であります。 

    なお、通期の連結業績につきましては、売上高３０,２００百万円、経常利益２３０百万円、当期 

   純利益１１０百万円を予想しております。 
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２．中間連結財務諸表等 

１．中間連結貸借対照表 

                                          （単位：千円） 

         期 別 

科 目 
前中間連結会計期間末 
（平成１９年９月３０日現在）

当中間連結会計期間末 
（平成２０年９月３０日現在）

 前連結会計年度末 
（平成２０年３月３１日現在）

〔 資 産 の 部 〕         

流 動 資 産 １０,７８２,１３０

 

１１,３１９,５５６ １１,４１８,００３

  現 金 及 び 預 金 

  受取手形及び売掛金 

  た な 卸 資 産 

  繰 延 税 金 資 産 

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

７５６,２０２

８,３０２,９０７

１,２８７,６５４

８２,３６３

４０５,３９６

△ ５２,３９３

８８３,２７３ 

８,２０２,２４１ 

１,７１１,７０１ 

１８３,３０９ 

３９１,７３６ 

△ ５２,７０６ 

９７６,４７０

８,１７８,８０４

１,６９０,３７５

１９３,７９３

４１７,４７９

△ ３８,９２０

固 定 資 産 ８８５,９４５ ８００,９７２ ８５０,８９７

有 形 固 定 資 産 ３９５,６０５ ３９３,３３９ ３９５,４５３

 無 形 固 定 資 産 ４,８２４ ４,２５１ ４,８４８

 投 資 そ の 他 の 資 産 ４８５,５１５ ４０３,３８１ ４５０,５９５

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

５２７,５２４

△ ４２,００８

６７５,３９５ 

△ ２７２,０１３ 
７２２,６０４

△ ２７２,００８

資 産 合 計 １１,６６８,０７６ １２,１２０,５２８ １２,２６８,９００

 

 
（単位：千円） 

         期 別 

科 目 
前中間連結会計期間末 
（平成１９年９月３０日現在）

当中間連結会計期間末 
（平成２０年９月３０日現在）

 前連結会計年度末 
（平成２０年３月３１日現在）

〔 負 債 の 部 〕         

流 動 負 債 ９,２８３,１７６
 

９,８０１,６６８ ９,９８２,６９５

  支払手形及び買掛金 

  短 期 借 入 金 

  未 払 法 人 税 等 

役 員 賞 与 引 当 金 

  そ の 他 

５,６６２,４７６

３,３６２,２５２

９５,５６９

―

１６２,８７７

５,７８５,０４１ 

３,７２７,４３０ 

８６,２８３ 

― 

２０２,９１２ 

６,１３６,６１９

３,５３８,２０５

１１７,５７４

７,０００

１８３,２９６

固 定 負 債 ２４４,９７３ １９６,８７６ ２１６,１１０

  退 職 給 付 引 当 金 

  役員退職慰労引当金 

繰 延 税 金 負 債 

１５２,３７７

５６,３９０

３６,２０５

１４０,６３４ 

４３,４８０ 

１２,７６１ 

１４６,０６８

６３,５００

６,５４１

負 債 合 計 ９,５２８,１４９ ９,９９８,５４４ １０,１９８,８０５

〔 純資産の部 〕 

株 主 資 本 ２,００３,４４９

 

２,０４９,２１０ １,９７３,６１１

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

３００,０００

１,３３３

１,７０４,６５４

△ ２,５３８

３００,０００ 

１,３３３ 

１,７５０,６１２ 

△ ２,７３６ 

３００,０００

１,３３３

１,６７４,９４８

△ ２,６７１

評 価 ・ 換 算 差 額 等 ８９,２１０ ２５,０１８ ３５,２３８

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

７１,２３１

１７,９７９

１４,７１９ 

１０,２９９ 

２３,４１１

１１,８２６

少 数 株 主 持 分 ４７,２６６ ４７,７５５ ６１,２４５

純 資 産 合 計 ２,１３９,９２６ ２,１２１,９８４ ２,０７０,０９５

負 債 ・ 純 資 産 合 計 １１,６６８,０７６ １２,１２０,５２８ １２,２６８,９００

 



 ７

２．中間連結損益計算書 

                                          （単位：千円） 

         期 別 

 

 

 科 目 

前中間連結会計期間（Ａ）

自 平  成  １９  年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  １９  年 ９ 月 ３０日 

当中間連結会計期間（Ｂ）

自 平  成  ２０ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  ２０ 年 ９ 月 ３０日 

前連結会計年度 
自 平  成  １９ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  ２０ 年 ３ 月 ３１日 

 

Ｂ／Ａ 

（％） 

売 上 高 

売 上 原 価 

 売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

 営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

 受 取 利 息 

 受 取 配 当 金 

為 替 差 益 

  雑 収 入 

営 業 外 費 用 

 支 払 利 息 

 商 品 滅 却 損 

為 替 差 損 

手 形 売 却 損 

売 掛 金 譲 渡 損 

 雑 損 失 

経 常 利 益 

特 別 利 益 

貸倒引当金戻入益 

ゴルフ会員権売却益 

特 別 損 失 

ゴルフ会員権売却損 

減 損 損 失 

投資有価証券評価損 

税金等調整前中間（当期）純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

少 数 株 主 利 益 

中間（当期）純利益 

１６,９７６,７４７

１５,７４４,８１３

１６,７２４,６７２

１５,５０９,０４７

３３,８６８,４７９

３１,３８２,３３６

９９

９９

１,２３１,９３４

８９３,８４９

１,２１５,６２４

９９９,５２８

２,４８６,１４２

２,０５６,８０１

９９

１１２

３３８,０８５

４３,８５４

２２,７９９

８,９５０

７,７８９

４,３１５

４７,６１２

２６,４３７

９８５

―

１０,７０４

８,６４５

８３８

２１６,０９６

７７,２３６

３０,５４９

３,１９９

３７,９２４

５,５６３

８５,１８２

３３,６３６

―

―

１０,６３２

４,４８２

３６,４３０

４２９,３４０

８３,４６３

５８,２３９

１６,９９９

―

８,２２４

１７１,５６７

６４,６９３

４,１６０

３４,８４５

２１,９４６

１３,９６０

３１,９６１

６４

１７６

１３４

３６

４８７

１２９

１７９

１２７

―

―

９９

５２

４,３４３

３３４,３２７

２８,９９８

２８,９９８

―

１９,６４７

―

１９,６４７

―

２０８,１５０

―

―

―

３,９３３

―

―

３,９３３

３４１,２３７

７６８

―

７６８

２８,７１４

１,５００

１９,６４７

７,５６６

６２

―

―

―

２０

―

―

―

３４３,６７８

１０４,９７９

２３,００３

２４,９６６

２０４,２１７

６７,４９３

２３,１７０

７,９７３

３１３,２９０

１９７,１４５

△ ８５,６６６

４０,７８８

５９

６４

１０１

３２

１９０,７２８ １０５,５８０ １６１,０２３ ５５

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ８

３．中間連結株主資本等変動計算書 

前中間連結会計期間（自 平成１９年４月１日 至 平成１９年９月３０日） 

（単位：千円） 

 株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 19 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 1,543,863 △2,138 1,843,059 

中間連結会計期間中の 

変動額 

 剰余金の配当 

 中間純利益 

 自己株式の取得 

 株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の 

変動額（純額） 

  

△29,938

190,728

 

 

△399

 

 

△29,938 

190,728 

△399 

 

 

 

中間連結会計期間中の 

変動額合計 
― ― 160,790 △399 160,390 

平成 19 年 9月 30 日残高 300,000 1,333 1,704,654 △2,538 2,003,449 

 

 評価・換算差額等 
少数株主 

持分 
純資産合計その他有価証券

評価差額金 

為替換算調整

勘定 

評価・換算差額

等合計 

平成 19 年 3月 31 日残高 80,137 7,165 87,302 29,592 1,959,954

中間連結会計期間中の 

変動額 

 剰余金の配当 

 中間純利益 

 自己株式の取得 

 株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の 

変動額（純額） 

 

 

 

 

 

 

 

△8,906 

 

10,813 1,907

 

 

 

 

 

 

 

17,673 

△29,938

190,728

△399

19,581

中間連結会計期間中の 

変動額合計 
△8,906 10,813 1,907 17,673 179,971

平成 19 年 9月 30 日残高 71,231 17,979 89,210 47,266 2,139,926

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ９

当中間連結会計期間（自 平成２０年４月１日 至 平成２０年９月３０日） 

（単位：千円） 

 株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 20 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 1,674,948 △2,671 1,973,611 

中間連結会計期間中の 

変動額 

 剰余金の配当 

 中間純利益 

 自己株式の取得 

 株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の 

変動額（純額） 

  

△29,916

105,580

 

 

△65

 

 

△29,916 

105,580 

△65 

 

 

 

中間連結会計期間中の 

変動額合計 
― ― 75,663 △65 75,598 

平成 20 年 9月 30 日残高 300,000 1,333 1,750,612 △2,736 2,049,210 

 

 評価・換算差額等 
少数株主 

持分 
純資産合計その他有価証券

評価差額金 

為替換算調整

勘定 

評価・換算差額

等合計 

平成 20 年 3月 31 日残高 23,411 11,826 35,238 61,245 2,070,095

中間連結会計期間中の 

変動額 

 剰余金の配当 

 中間純利益 

 自己株式の取得 

 株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の 

変動額（純額） 

 

 

 

 

 

 

 

△8,692 

 

△1,527 △10,219

 

 

 

 

 

 

 

△13,490 

△29,916

105,580

△65

△23,709

中間連結会計期間中の 

変動額合計 
△8,692 △1,527 △10,219 △13,490 51,889

平成 20 年 9月 30 日残高 14,719 10,299 25,018 47,755 2,121,984

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １０

前連結会計年度（自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日） 

（単位：千円） 

 株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 19 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 1,543,863 △2,138 1,843,059 

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 

 当期純利益 

自己株式の取得 

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額

（純額） 

  

△29,938

161,023

 

 

△532

 

△29,938 

161,023 

△532 

連結会計年度中の変動額 

合計 
― ― 131,084 △532 130,552 

平成 20 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 1,674,948 △2,671 1,973,611 

 

 評価・換算差額等 
少数株主 

持分 
純資産合計その他有価証券

評価差額金 

為替換算調整

勘定 

評価・換算差額

等合計 

平成 19 年 3月 31 日残高 80,137 7,165 87,302 29,592 1,959,954

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 

 当期純利益 

自己株式の取得 

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額

（純額） 

 

 

 

 

 

 

△56,725 

 

4,661 △52,063

 

 

 

 

 

 

31,652 

△29,938

161,023

△532

△20,411

連結会計年度中の変動額 

合計 
△56,725 4,661 △52,063 31,652 110,140

平成 20 年 3月 31 日残高 23,411 11,826 35,238 61,245 2,070,095

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １１

４．中間連結キャッシュ･フロー計算書 

                                          （単位：千円） 

              期 別 

 

 

 科 目 

前中間連結会計期間 

自 平  成  １９ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  １９ 年 ９ 月 ３０日 

当中間連結会計期間 

自 平  成  ２０ 年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２０  年 ９ 月 ３０日 

前連結会計年度 

自 平  成  １９ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  ２０  年 ３ 月 ３１日 

(１)営業活動によるキャッシュ･フロー 

  税金等調整前中間（当期）純利益 

  減価償却費 

  減損損失 

  退職給付引当金の減少額 

  役員賞与引当金の減少額 

  役員退職慰労引当金の増減額（△減少額）

  貸倒引当金の増減額（△減少額） 

  受取利息及び受取配当金 

  支払利息 

  ゴルフ会員権売却益 

  ゴルフ会員権売却損 

  投資有価証券評価損 

売上債権の増加額 

  たな卸資産の増減額（△増加額） 

  仕入債務の増減額（△減少額） 

  その他 

   小    計 

  利息及び配当金の受取額 

  利息の支払額 

  法人税等の支払額 

 営業活動によるキャッシュ･フロー 

 

(２)投資活動によるキャッシュ･フロー 

  貸付金の回収による収入 

  有形固定資産の取得による支出 

  投資有価証券の取得による支出 

  関係会社株式の取得による支出 

  ゴルフ会員権の売却による収入 

  その他 

 投資活動によるキャッシュ･フロー 

 
 

(３)財務活動によるキャッシュ･フロー 

  短期借入金の純増加額 

  配当金の支払額 

少数株主に対する配当金の支払額 

自己株式の取得による支出 

財務活動によるキャッシュ･フロー 

 

(４)現金及び現金同等物に係る換算差額 

(５)現金及び現金同等物の減少額 

(６)現金及び現金同等物の期首残高 

(７)新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 

(８)現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高 

３４３,６７８

７,７０７

１９，６４７

△ ７,６２２

△ １０,０００

△ ４,２３０

△ ２８,３２４

△ ３１,７５０

２６,４３７

―

―

―

△ ８３０,３８８

△ ７２,０１３

△ ３３７,９７３

△ ５１,１６７

 

２０４,２１７ 

９,３２９ 

― 

△ ５,４３４ 

△ ７,０００ 

△ ２０,０２０ 

１３,５２６ 

△ ３３,７４８ 

３３,６３６ 

― 

― 

３,９３３ 

△ ３４,８６５ 

３８,７５７ 

△ ３８９,８５２ 

９０,５０４ 

３１３,２９０

１６,４８５

１９,６４７

△ １３,９３１

△ ３,０００

２,８８０

１８８,２０２

△ ７５,２３８

６４,６９３

△ ７６８

１,５００

７,５６６

△ ７６９,４７６

△ ４５２,１８８

１５９,１０５

△ ３２８,７１６

△ ９７５,９９７

３２,７５８

△ ３２,８３７

△ １１３,８８７

△ ９７,０１５ 

３３,７７２ 

△ ３３,７７０ 

△ １００,５８６ 

△ ８６９,９４８

７６,５１２

△ ７１,４１２

△ １８４,０６０

△１,０８９,９６３

５７０

△ １,８８２

△ ４,５６０

―

―

△ １８４

△１９７,５９９ 

 

 

５３２ 

△ １２,６０６ 

△ ４,６９７ 

△ ３２,１２４ 

― 

△ ９７７ 

△１,０４８,９０９

１,０７５

△ １１,４１１

△ ９,０７５

△ ２２,０８０

１３,５００

△ ８,５７８

△ ６,０５７

９１０,０８９

△ ２９,３６６

△ ９,７４４

△ ３９９

△ ４９,８７３ 

 

 

１７８,２０１ 

△ ２９,２６７ 

△ １９,９５７ 

△ ６５ 

△ ３６,５６９

１,０９６,１７１

△ ２９,４００

△ ９,７４４

△ ５３２

８７０,５７９

１０,４２３

１２８,９１１ 

 

３,２８４ 

１,０５６,４９４

１１,３８６

△ ２１５,０１８

９７１,２２０

―

△ １１５,２７６ 

９７６,４７０ 

２２,０８０ 

△ １７,５９７

９７１,２２０

２２,８４８

７５６,２０２ ８８３,２７３ ９７６,４７０
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５．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 １．連結の範囲に関する事項 

   （1）連結子会社 ４社 

    三国（国際）有限公司、三国（上海）電器件有限公司、Mikuni Europe s.r.o.、 

三国永業（天津）国際貿易有限公司 

前連結会計年度において非連結子会社であった三国永業（天津）国際貿易有限公司は、重要性が増

したことにより当中間連結会計期間より連結の範囲に含めております。 

   （2）非連結子会社 ２社 

    Mikuni Asia Pacific Pte.Ltd.、MIKUNI SHOJI MALAYSIA SDN.BHD.は、営業開始初年度であり中間

連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

   持分法適用会社は、ありません。なお、Mikuni Asia Pacific Pte.Ltd.、MIKUNI SHOJI MALAYSIA SDN. 

BHD.は、営業開始初年度であり中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、持分法の適用の範

囲から除外しております。 

 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

   三国（国際）有限公司、三国（上海）電器件有限公司、Mikuni Europe s.r.o.、三国永業（天津）国

際貿易有限公司の中間決算日は、６月３０日であります。 

   中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に 

   生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 ４．会計処理基準に関する事項 

   （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

        時価のあるもの……………中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

         （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法 

②たな卸資産……………主として総平均法に基づく原価法 

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

（会計方針の変更） 

      たな卸資産については、従来、主として総平均法に基づく原価法によっておりましたが、当

中間連結会計期間より｢棚卸資産の評価に関する会計基準｣（企業会計基準第 9 号 平成 18

年 7 月 5日）が適用されたことに伴い、主として総平均法に基づく原価法（収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）によっております。 

この変更により売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益がそれぞれ

7,649 千円減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

③デリバティブ…………時価法 

   （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

     ①有形固定資産 

       当社は定率法に、また、在外連結子会社は定額法によっております。 

ただし、当社は平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、

定額法によっております。 
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②無形固定資産 

     定額法によっております。 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（主として 

５年）に基づく定額法によっております。 

（３）重要な引当金の計上基準 

     ①貸倒引当金 

        債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

        a 一般債権 

                  貸倒実績率によっております。 

        b 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

          個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

③役員賞与引当金 

  役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

  なお、当中間連結会計期間においては、金額を合理的に見積ることができないため計上して

おりません。 

      ③退職給付引当金 

        従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産 

        の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上 

        しております。 

        なお、数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）に 

        よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと 

        しております。 

④役員退職慰労引当金 

        役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

    （４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

       外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損 

       益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相 

       場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産 

       の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。 

    （５）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

       消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  ５．中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

   手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか 

   負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限及び満期日の到来する短期的な投資からなっておりま 

    す。 
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会計処理の変更 

 

前中間連結会計期間 

自 平成１９年４月 １日 

（           ） 

至 平成１９年９月３０日 

当中間連結会計期間 

自 平成２０年４月 １日 

（           ） 

至 平成２０年９月３０日 

前連結会計年度 

自 平成１９年４月 １日 

（           ） 

至 平成２０年３月３１日 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

（リース取引に関する会計基準等） 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりまし

たが、当中間連結会計期間より「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第

13 号（平成 5 年 6 月 17 日（企業会計審

議会第一部会）、平成 19 年 3 月 30 日改

正））及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第

16 号（平成 6 年 1 月 18 日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成 19 年

3 月 30 日改正））が適用されたことに伴

い、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 
なお、リース取引開始日が適用初年度

開始前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、引き続き通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

適用しております。 

この変更による損益に与える影響はあ

りません。 
（連結財務諸表作成における在外子会社

の会計処理に関する当面の取扱い） 
 当中間連結会計期間から平成18年5月

17 日公表の「連結財務諸表作成における

在外子会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（日本公認会計士協会 実務対応報

告第 18 号）を適用しております。 

この変更による損益に与える影響はあ

りません。 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 
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注 記 事 項 

（中間連結貸借対照表関係）                            （単位：千円） 

項  目 
前中間連結会計期間末 

（平成１９年９月３０日現在）

当中間連結会計期間末 

（平成２０年９月３０日現在） 

前連結会計年度末 

（平成２０年３月３１日現在）

１．有形固定資産の減価償却

累計額 

２．担保資産 

３．受取手形裏書譲渡高 

４．手形債権譲渡高 

５．非連結子会社に対する 

投資 

 

６．期末日満期手形の処理 

３４１,３８５

７４,６９８

  －

２,２４８,２２９

非連結子会社に対するものは

次のとおりであります。 

投資有価証券(株式)  22,848

当中間連結会計期間末日は金

融機関の休日でありますが、

満期日に決済が行われたもの

として処理しております。 

当中間連結会計期間末日満期

手形は次のとおりでありま

す。 

受取手形        1,920

受取手形裏書譲渡高  18,450

手形債権譲渡高   324,673

支払手形         218,875

 

３３７,５６０ 

７１,１７９ 

  １０,８１９ 

２,１３６,００６ 

非連結子会社に対するものは

次のとおりであります。 

投資有価証券(株式)  32,124 

― 

３４４,４７８

７２,８３５

  １１,４７５

２,１７３,８８４

非連結子会社に対するものは

次のとおりであります。 

投資有価証券(株式)  22,080

― 
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（中間連結損益計算書関係）                            （単位：千円） 

項  目 

前中間連結会計期間 

自 平成 19 年 4月 1 日 

（           ） 

至 平成 19 年 9月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成 20 年 4月 1 日 

（           ）

至 平成 20 年 9月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 19 年 4月 1 日 

（           ） 

至 平成 20 年 3月 31 日 

１．販売費及び一般管

理費のうち主要

な項目及び金額 

荷造運賃 

従業員給料手当 

賞与 

役員賞与引当金 

繰入額 

退職給付費用 

役員退職慰労引当金

繰入額 

貸倒引当金繰入額 

 

２．減損損失 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．収益性の低下によ

る簿価切下額 

９８,４９６

３１８,０３８

１１０,２７４

―

１３,７７９

７,５３０

―

当中間連結会計期間において当社グル

ープは、以下の資産について減損損失を

計上しました。 
用途 種類 場所等 
遊休 
資産 
土地及び

建物 
大阪市城東区 
の社宅 

（減損損失を認識するに至った経緯） 
大阪市城東区の土地・建物（社宅）につ

いては遊休状態であり、土地・建物の市

場価格が下落しているため、減損損失を

認識しました。 
（減損損失の金額） 
種類 土地 建物 計 
金額 

(千円) 
11,241 8,406 19,647

（資産のグルーピング方法） 
当社グループは、管理会計上の事業所毎

に資産のグループ化を行い、遊休資産に

ついては物件毎に資産のグルーピング

を行っております。 
（回収可能価額の算定方法） 
回収可能価額は正味売却価額により測

定しており、固定資産税評価額を合理的

に調整した金額に基づき評価しており

ます。 
 

― 

１４９,４９２

３３９,２４５

８９,１５７

―

１５,８５５

７,１３０

６,９００

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上原価         ７,６４９

２０９,８３８

６６１,５１５

 １９６,７４４

７,０００

２７,５５９

１４,６４０

１９１,５０４

当連結会計年度において当社グループ

は、以下の資産について減損損失を計上

しました。 
用途 種類 場所等 
遊休 
資産 
土地及び

建物 
大阪市城東区 
の社宅 

（減損損失を認識するに至った経緯） 
大阪市城東区の土地・建物（社宅）につ

いては遊休状態であり、土地・建物の市

場価格が下落しているため、減損損失を

認識しました。 
（減損損失の金額） 
種類 土地 建物 計 
金額 

(千円) 
11,241 8,406 19,647

（資産のグルーピング方法） 
当社グループは、管理会計上の事業所毎

に資産のグループ化を行い、遊休資産に

ついては物件毎に資産のグルーピング

を行っております。 
（回収可能価額の算定方法） 
回収可能価額は正味売却価額により測

定しており、固定資産税評価額を合理的

に調整した金額に基づき評価しており

ます。 
 

― 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成１９年４月１日 至 平成１９年９月３０日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 6,000,000 ― ― 6,000,000

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 12,321 3,299 ― 15,620

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年 6月28日 

定時株主総会 
普通株式 29,938 5.00 平成 19年 3月 31日 平成 19 年 6月 29日

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間（自 平成２０年４月１日 至 平成２０年９月３０日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 6,000,000 ― ― 6,000,000

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 16,719 500 ― 17,219

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成20年 6月25日 

定時株主総会 
普通株式 29,916 5.00 平成 20年 3月 31日 平成 20 年 6月 26日

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  該当事項はありません。 
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前連結会計年度（自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 6,000,000 ― ― 6,000,000

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 12,321 4,398 ― 16,719

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年 6月28日 

定時株主総会 
普通株式 29,938 5.00 平成19年 3月31日 平成 19 年 6 月 29 日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 
株式の 

種類 
配当の原資

配当金の 

総額（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成20年 6月25日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 29,916 5.00 平成20年 3月31日 平成 20 年 6 月 26 日

 

（中間連結キャッシュ･フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 

自 平成１９年４月 １日 

（            ） 

至 平成１９年９月３０日 

当中間連結会計期間 

自 平成２０年４月 １日 

（            ） 

至 平成２０年９月３０日 

前連結会計年度 

自 平成１９年４月 １日 

（            ） 

至 平成２０年３月３１日 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金勘定      

７５６,２０２千円 

現金及び現金同等物      

７５６,２０２千円 

 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金勘定      

８８３,２７３千円 

現金及び現金同等物      

８８３,２７３千円 

 現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

現金及び預金勘定      

９７６,４７０千円 

現金及び現金同等物     

９７６,４７０千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １９

（リース取引関係）                                  （単位：千円） 

前中間連結会計期間 

自 平成 19 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 19 年 9 月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成 20 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 20 年 9 月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 19 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 20 年 3 月 31 日 

（１）リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引に係る注記 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

 

       工具器具備品  その他   合計 

取得価額   

相当額      ３０,８８４   ７１,８５０  １０２,７３４ 

減価償却 

累計額    

相当額          １６,９７１    ９,５７９   ２６,５５１ 

中間期末残高 

相当額        １３,９１３   ６２,２７０   ７６,１８３ 

 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内                           １９,５６６ 

１年超                           ５６,９１６ 

 合 計                              ７６,４８３ 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払 

利息相当額 

支払リース料           １０,９７１ 

減価償却費相当額         １０,７０６ 

支払利息相当額                 ４０９ 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 

 

（２）オペレーティング・リース取引 

 

 未経過リース料 

  １年以内         １３,９４１ 

  １年超           １,０３１ 

  合 計          １４,９７２ 

 

（１）リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引に係る注記 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

 

       工具器具備品  その他   合計 

取得価額   

相当額      ２３,９８０   ７７,１８２  １０１,１６２

減価償却 

累計額    

相当額           ８,３１０   ２６,１７１   ３４,４８２

中間期末残高 

相当額        １５,６６９   ５１,０１０   ６６,６８０

 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内                            ２１,６２１ 

１年超                           ４５,８２０ 

 合 計                              ６７,４４１ 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払 

利息相当額 

支払リース料           １４,６６４ 

減価償却費相当額         １２,７１５ 

支払利息相当額                 ５３８ 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

 

 

５．利息相当額の算定方法 

  同左 

 

 

 

（２）オペレーティング・リース取引 

 

 未経過リース料 

  １年以内         １３,２５８ 

  １年超           ３,９０１ 

  合 計          １７,１６０ 

 

（１）リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引に係る注記 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高相当額 

 

       工具器具備品  その他   合計 

取得価額   

相当額      ３３,６４５   ７６,６１９  １１０,２６５

減価償却 

累計額    

相当額          １４,６６８   １７,９５７   ３２,６２５

期末残高 

相当額        １８,９７７   ５８,６６２   ７７,６３９

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年以内                            ２１,９３３ 

１年超                           ５６,４０５ 

 合 計                              ７８,３３８ 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払 

利息相当額 

支払リース料           ２３,６４９ 

減価償却費相当額         ２３,００９ 

支払利息相当額                 ９１６ 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

 

 

５．利息相当額の算定方法 

  同左 

 

 

 

（２）オペレーティング・リース取引 

 

 未経過リース料 

  １年以内         １７,９５８ 

  １年超           １,６６８ 

  合 計          １９,６２６ 

 

 

（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成１９年９月３０日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 

（単位：千円） 

区   分 取 得 原 価       
中間連結貸借対照表 

計 上 額          差 額       
 

 

株  式 ２３４,８４６ ３５４,９６６ １２０,１２０

合  計 ２３４,８４６ ３５４,９６６ １２０,１２０

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

                           （単位：千円） 

区   分 中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券 

  非上場株式 

 

 

 
 

 

６１,７４０



 ２０

当中間連結会計期間末（平成２０年９月３０日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

区   分 取 得 原 価       
中間連結貸借対照表 

計 上 額          差 額       
 

 

株  式 ２３２,５５８ ２５７,３８０ ２４,８２２

合  計 ２３２,５５８ ２５７,３８０ ２４,８２２

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

                           （単位：千円） 

区   分 中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券 

  非上場株式 

 
 

 
 

 

６１,７４０

 

前連結会計年度末（平成２０年３月３１日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

区   分 取 得 原 価       
連結貸借対照表 

計   上   額 差 額       
 

 

株  式 ２３１,７９４ ２７１,２７４ ３９,４８０

合  計 ２３１,７９４ ２７１,２７４ ３９,４８０

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

                           （単位：千円） 

区   分 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  非上場株式 

 

 

 
 

 

６１,７４０

 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成１９年９月３０日現在） 

該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間末（平成２０年９月３０日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

（単位：千円） 

種  類 契約額等 契約額等のうち１年超 時  価 評価損益 

為替予約取引 

売 建 

ユーロ 

 

 

 

 

３９４,９５２

 

 

―

 

 

３５６,１４０ 

 

 

 

 

 

３８,８１１

合   計 ３９４,９５２ ― ３５６,１４０ ３８,８１１

（注）時価の算出方法 

   時価の算出方法については、取引金融機関から提示された価格によっております。 

 

前連結会計年度末（平成２０年３月３１日現在） 

該当事項はありません。 



 ２１

（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成１９年４月１日 至 平成１９年９月３０日）、当中間連結会計期間（自 平

成２０年４月１日 至 平成２０年９月３０日）及び前連結会計年度（自 平成１９年４月１日 至 平成２

０年３月３１日） 

 当社グループは、事業の種類として各種商品販売を行う専門商社であるので、事業の種類別セグメント上 

は、単一業種として取扱っております。 

 従って、事業の種類別セグメント情報は記載を省略しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成１９年４月１日 至 平成１９年９月３０日） 

（単位：千円） 

 
日 本 アジア 計 

消去又は 

全社 
連 結 

売 上 高 

  

（１）外部顧客に対する売上高 

（２）セグメント間の 

      内部売上高又は振替高 

１２,７９８,６９９

８６１,２８４

 

４,１７８,０４８

２８８,９３４

１６,９７６,７４７

１,１５０,２１８

―

△１,１５０,２１８

 

 

１６,９７６,７４７

 

―

計 １３,６５９,９８３ ４,４６６,９８２ １８,１２６,９６６ △１,１５０,２１８ １６,９７６,７４７

営 業 費 用       １３,４８９,９６３ ４,２９８,４８２ １７,７８８,４４６ △１,１４９,７８３ １６,６３８,６６２

営 業 利 益       １７０,０２０ １６８,５００ ３３８,５２０ △４３４ ３３８,０８５

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   アジア……香港、上海 

 

当中間連結会計期間（自 平成２０年４月１日 至 平成２０年９月３０日） 

（単位 千円） 

 
日 本 アジア ヨーロッパ 計 

消去又は 

全社 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益 

売 上 高       

（１）外部顧客に対する売上高 

（２）セグメント間の 

      内部売上高又は振替高 

12,227,684

1,660,434

3,475,912

252,775

1,021,075

―

 

 

16,724,672 

 

1,913,210 

―

△1,913,210

16,724,672

―

計 13,888,119 3,728,687 1,021,075 18,637,882 △1,913,210 16,724,672

営 業 費 用       13,719,209 3,656,575 1,029,902 18,405,687 △1,897,112 16,508,575

営業利益又は営業損失（△） 168,910 72,111 △8,827 232,195 △16,098 216,096

（注） １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   アジア……香港、上海 

   ヨーロッパ……チェコ 

３．会計処理の変更 

  （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

      「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第 9号 平成 18 年 7 月 5日）を適用しておりま

す。この変更により、「日本」の営業費用は 7,649 千円増加し、営業利益が同額減少しております。 

 



 ２２

前連結会計年度（自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日） 

（単位 千円） 

 
日 本 アジア ヨーロッパ 計 

消去又は 

全社 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益 

売 上 高       

（１）外部顧客に対する売上高 

（２）セグメント間の 

      内部売上高又は振替高 

24,710,237

2,950,449

8,476,857

577,034

681,384

―

 

 

33,868,479 

 

3,527,484 

―

△3,527,484

33,868,479

―

計 27,660,687 9,053,891 681,384 37,395,964 △3,527,484 33,868,479

営 業 費 用       27,472,449 8,763,828 692,283 36,928,561 △3,489,422 33,439,138

営業利益又は営業損失（△） 188,238 290,063 △10,898 467,402 △38,062 429,340

（注） １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   アジア……香港、上海 

   ヨーロッパ……チェコ 

 

３．海外売上高 

前中間連結会計期間（自 平成１９年４月１日 至 平成１９年９月３０日） 

（単位：千円） 

 アジア その他 計 

Ⅰ海外売上高 ４,２２７,５７１ ６５３,２９１ ４,８８０,８６３

Ⅱ連結売上高 １６,９７６,７４７

Ⅲ連結売上高に占める 

 海外売上高の割合 
２４．９％ ３．８％ ２８．８％ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 （１）アジア……中国、台湾、シンガポール等 

    （２）その他……アメリカ等 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

当中間連結会計期間（自 平成２０年４月１日 至 平成２０年９月３０日） 

（単位 千円） 

 アジア ヨーロッパ 計 

Ⅰ海外売上高 ３,５００,１８４ １,０５３,７１９ ４,５５３,９０４

Ⅱ連結売上高 １６,７２４,６７２  

Ⅲ連結売上高に占める 

 海外売上高の割合 

 

２０．９％ 

 

 ６．３％ 

 

２７．２％ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 （１）アジア……中国、台湾、シンガポール等 

 （２）ヨーロッパ……チェコ等 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 

 

 

 



 ２３

前連結会計年度（自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日） 

（単位 千円） 

 アジア ヨーロッパ その他 計 

Ⅰ海外売上高 ８,５６５,０７５ ７４６,３１５ ８３８ ９,３１２,２２９

Ⅱ連結売上高 ３３,８６８,４７９

Ⅲ連結売上高に占める 

 海外売上高の割合 

 

２５．３％ 

 

 ２．２％ 

 

０．０％ 

 

２７．５％ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 （１）アジア……中国、台湾、シンガポール等 

 （２）ヨーロッパ……チェコ等 

    （３）その他……アメリカ 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

（１株当たり情報） 

 

前中間連結会計期間 

自 平成 19 年 4月 1 日 

（         ） 

至 平成 19 年 9月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成 20 年 4月 1 日 

（         ） 

至 平成 20 年 9月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 19 年 4月 1 日 

（         ） 

至 平成 20 年 3月 31 日 

１株当たり純資産額 

１株当たり中間（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 

３４９円６９銭

３１円８６銭

潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

３４６円７０銭 

１７円６５銭 

潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

３３５円７４銭

２６円９１銭

潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

 

（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前中間連結会計期間 

自 平成 19 年 4月 1 日 

（         ）

至 平成 19 年 9月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成 20 年 4月 1 日 

（         ） 

至 平成 20 年 9月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 19 年 4月 1 日 

（         ）

至 平成 20 年 3月 31 日 

中間連結損益計算書上の中間 

（当期）純利益（千円） 

普通株式に係る中間（当期） 

純利益（千円） 

普通株主に帰属しない金額（千円） 

普通株式の期中平均株式数（株） 

１９０,７２８

１９０,７２８

―

５,９８５,７１３

 

１０５,５８０ 

 

１０５,５８０ 

― 

５,９８２,９４８ 

１６１,０２３

１６１,０２３

―

５,９８４,８１６

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

４．生産、受注及び販売の状況 

売上高明細表 

                 （単位：千円） 

 

部 門 別       
 

 

前中間連結会計期間 

自 平  成  １ ９ 年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １ ９ 年 ９ 月 ３０日 

当中間連結会計期間 

自 平  成  ２ ０ 年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２ ０  年 ９ 月 ３０日 

前連結会計年度 

自 平  成  １ ９ 年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２ ０ 年 ３ 月 ３１日 

金 属       ５,６３１,０５７ ５,８４１,２３５ １０,８９２,４４８

電 線       ６,６３５,０１１ ５,２６４,９２１ １３,３１１,７１９

化 成 品       ４,７１０,６７８ ５,６１８,５１５ ９,６６４,３１２

合 計       １６,９７６,７４７ １６,７２４,６７２ ３３,８６８,４７９

 


